





































2 4年に戦後インフレは一応収束したが、 2 5年。朝鮮戦争を機に国内の物価
体系が国際市場K適応する過程は 26年に終ったとみられるからである。（昭
和 9～11年を 10 0とする卸売物価指数は昭 25-22.205.2、昭 2 6-
34,158.7、昭27-35,061.2である）。 26年以降 36年にいたる日
本経済の動きを鉱工業生産指数でみると強い成長趨勢が存在することは良〈知
られてか夕、成長率は 15.6%L'C達する。しかし、 ζ れも良〈知られているよ
うに、日本経済は一機な成長をとげたのでな〈、その途中三回。景気後迭を経
験したのである。景気後退。端緒はいずれも国際収支の悪化を原因とする金融
引締めである。第 1回は昭 29年 1月、第 2回は日召 32年 5月、第 5回は昭
3 6年？月に行なわれたのであるが、第 1回。景気。山は 2 9年 1月で谷は
2 9年？月であ D、第 2回。景気の山は 32.年 6月で谷は 33年 4月とみられ
て会 D、第 5因。山は 3 7年にはいってからとみられている。
年次指数で鉱工業生産の成長を観察する場合に、以上の景気後退を機にして
昭 26～2 8年と昭 29～3 2 :;t,~ よび昭 3 3～3 6 <D三つο期が成長率に若干
の差？持つととに気がつく。昭 26～2 8を第 1期、昭 29～3 2 ~第 2 期、昭
3 3～3 6会第 5期とすると、最小二乗法で求めた成長率は次の如くである。
第 表
第 1期（昭 26～2 8 ) 1 4. 1 % 
第 2期（昭 29～3 2 ) 1 6. 5 % 





第 1 期 第 2 期 第 3 期
鉄 鋼 1 0. 1 % 1 5. 7 % 2 8. 6 守も
手ド 鉄 5. 9 1 2. 6 2 5. 9 
機 械 1 0. 4 2 7.0 4 0. 9 
化 A弓主子,. 1 6. 8 1 8. 0 1 4. 9 
石油・石炭 2 0. 9 2 1. 1 2 6. 0 
紙・パルプ 2 0. 5 1 4. 3 1 0. 0 















f題 政 闇 内 訳 輸
人 府 内
1月 経 総 政投 設費 常 資 備
支 支 投 支 投
出 出 資 府出 資 出
% % % % % % 
第 期 1 3.1 1 8.1 4.1 3 o~ o 1 3.5 4.6 
第 2 期 品目8 4.6 2 0.0 7.5 2Z4 1 2.0 
i第 3 期！ 8.4 1 0.2 3 6.8 I 2 0.5 ! 3 0.2 1. 2 
JI .. 3 
上表から知られるととは第 1期の成長を支えたのは何よ bも政府経常支出を
含めた消費の成長であ b、第 2期と第 5期の成長を支えたのは投資であると
凶う ζ とである。第 1期は正陀消費景気の時期だったのであ b、第 2表の各
項目の第 1期における成長率。差はそれを反映しているのである。第 2期と
第 5期は投資景気の時期であ夕、しかも、第 2期から第 5期へと投資成長率
が倍になっている ζ とが、第 2表の鉄鋼と機械のそれぞれの期 l'(:;t;.ける成長
率のほぼ倍K近い高ま !'JK反映されているのである。
第 3表の第 1期に会ける週内総投資の成長率は 4.1 %であるのにその内訳
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5期を通じて同じ率の成長争みせている。第 2表の第 2期と第 5期設備投資
。成長率が 27. 4 %と 30. 2 %であり、園内総投資がそれぞれ 20. 0 %と








b、第 2期の昭和 29年は新出発への準備の時期であれ昭和 3 0年よ b新
出発が始まったとみ在すととができる。次陀主要~産業についての事情を簡
単に述、べよう。





が目論まれ、 3 4年度までに約 4.0 0 0億円が投入され、さらに 35年度か
らよ b大規模攻第五次合理化計画が立てられたのである。
石油化学工業は昭和 30年に第 1期企業化計画が発足し、 13社 14.工場
が建設にのり出した。その資金は 8 2 0億である。石油精製工業の確立と有
機合成技術の導入がそれを可能にしたのである。第 1期計画によって、まず
昭和 32年 4月に丸善石油の下津工場が完成し、昭和 3 5 年 4 月＇~日本合成
ゴム＠四日市工場が最後陀完成した。昭和35年には 2 9社による第 2期計
画が立てられ、 コンビナート形式。生産形態と共に発展成長する化学工業。










電子工業について。テレピο生産は 3 0年に 10 万台の線を超えてテレピ
時代を迎え、それをトきっかけとして電子工業は目ざましい成長をとげるにい
たった。ダイオード、 トランジスタの生産は 3 0年に開始され、新しい分野























鉱工業生産は第 1期（昭 2 6～2 8 ）に 15. 9 %、第 2期（日召 29～3 2 ) 





第 期 1 4. 1 % 
第 2 封切 9. 1 ヲ5
第 3 期 l 4. 8 qも
とれらの i坊に公ける圏内総投資はそれぞれ 4.1係、 2 0. 0婦、 3 6. 8 %であっ
たのであるが、投資成長率と需要成長率の各期になける差は、供給力と需要。
大きさに関して興味のある推論？？与える。第 1矧にないて投資の成長率よりも






















K七－ Ko =I ki 工i。
、 ? ? ，??，， ， ? 、．．．?．?．?．?．．??
えだし、 Kt は七年。供給力である。 ki= k （一定）とし、設備投資が年
率 ν%で成長するものとすれば
七一1 t-1 . ( 0 + ν）七一1
I ki Ii = k Z工口（1＋ νF = k 工a－－；－一一一位）
日 D
ところで七年後の総需要 Yt は需要。成長率を S とし、初期総需要を Yoと
すれば
Yt = Yo ( 1.+ s）七……………………（3)
でるらわされるが、初期。状態と七年後の状態が景気循環局面で相対的に同
じ位置にあるとすれば次式がな D立フ。






YO Yo(1 + s）七
上式を整理し＝与を自に直すと
( 1 ＋ν）七－ 1. K「l . 
一一一一一＝一＿＿：－＿｛ ( 1+8）七一1.} …（5) 
p K工。
(5）弐は Ko と工o をパラメーターとして p と8 Q)関係をあらわすものなので
ある。
ぎて、毎期。設備投資額は統計上五確に求められるが、 Ko と kは統計資
料から直接には求められない。それで、 Ko とkK任意。数値を代入して






以上の判定基準に基いて定められた Ko の値は 3 0年実質値で？兆円であ
D、 kは 0.9である。昭和 3 0年と昭和 35年はほぼ等しい需給状態にあっ
たから、以上。値を（5）式に代入すると 5年聞についての経済成長率と設備投
資率の関係を得る。（5）式は k工。／ Koをパラ〆ーターとするものであったが
昭和 30年では k 工。〆Ko=7 %になる。この場合。経済成長率 Sと設備
投資増加率νの関係は第 1図。 7%線である。 30～ 3 5年の経済成長率は
1 0 %であったから、 3 5年。経済規模にないて需給をバランスさせるため
には、 3 0年ょ b年率 3 0 %の割合で設備投資が増加するととが必要であっ
たととが分 D、これは実績をあらわすものである。 3 0～3 5年。強い投資
意欲をささえたものとして技術革新、貿易自由化対策、企業向競争あるいは
政府の高度成長政策なども欠〈ことのできないものであったろうが、単に需
給バランスという量的関係だけに着目しても 3 0～3 5年の設備投資の強成
長は 10 %の経済成長を支えるための必要な条件であったわけである。
と ζ ろで、問機の推論を 3 6年を基準として今後 5ヵ年について行なえば
どうなるであろうか。 3 6年の供給力と設備投資は 3 0年度価格でそれぞれ
171.820億円と 36. 0 0 0億円と推定されるから、設備投資の供給力化
率 kを 0.8とすれば k 工。／ Ko宇 16. 8 %である。この場合の sとν の関
係は第 1図中。（ A ）組である。すなわち、今後 5年間の経済成長率が 10 
%程度ならば、ぞれに対する設備投資は毎年 11 % <D割合で減少しなければ
需給が均衡しないことが分る。もし、設備投資が横ばいを続けるためには年
率 13 % cD経済成長が必要であ D、設備投資が再び上昇して景気上昇の主役
？演ずるためには経済成長率は 1 6 %を上回らねばならぬことに在る。
以上の推論は設備投資の供給力率 kが 36～4 1年 V'C$~いても 3 0～3 5 
年と同じく 0.8であると仮定している。しかし、 kは変ると見られるかもし
れ左い。しかし、企業が積極的に老朽設備を切 b落す左らば kは小さく在る
であろうし、技術革新は限界資本係数を増大させるから、 ζ の商でも kは小
さく在ると見られるかもしれない。これらを考慮して k= 0. 7.とすれば 36 
年。 k I o / K 0 = 1 4. 7 %となって、 ζ の場合。 sとνの関係は第 1図の










）と設備投資増加率（ ν）した経済成長率（ s 工。／ Koをパラメーターとk 
( t = 5の場合）。関係
主~＝ 7 必


















































波がるったととが知られる。との波の存在ならびに波が 2 0年をいし 25年の
周期を持フことは篠原三代平氏によって指摘されたのである。（篠原三代平、
臼本経済の成長と循環ミ 1 9 6 1年、第 5章）。篠原氏。主張は次 0 ようなも
のである。
日本経済は明治以降太平洋戦争までの間に実質所得。年治が率でみると三つ
の波を持っている。第 1図。長波 12)谷jまは松方デフレC 時期（明治 14～ 1 9 





















るものである。もしそうである念らば、昭 35～3 6年頃は 2 0年周期の頂点
にあたるοでないかとの推論を可能にさせる。事実、 3 7年度経済白書の示す
ように日本の重工業比率（機械b よび鉄、非鉄を合計した重工業。附加価ー値が
鉱工業全体に占める比率）が昭和 3 6年κは 54 %に達している。昭和 30年








上にのべた ζ とは戦前の裂からの類推であっ τ、この類推を客観イヒするため
には経済成長。内部構造が明らかにされねばならない。それは、すでにふれた












c -c 七 七一1
c t 
y －工α 七一1 4 七－2 + 。
yt-1 













( 1）式が採用される消費函数であるが、統計的に αは 1. 0～0. 6、δは




因にもとず〈設備投資 工 は6を加速度係数としτt 
工：＝ L:>.Yt × 6
である o 稼動率要閣にもとずく設備投資はくは九を資本ストック、 (Jo
~需給が均衡したときの K七と Y七の比率、 A t.-稼動率係数として
工D z え（ t}Y -K) 
0 t t 
l i 
である。慢性要因にもとずく設備投資工 は工＝ムK である。今年度七 七 七一1
の純設備投資ム Kt は以上。三つを加重平均したものとして
ム九＝（工：＋工：〕× C 1 -m) ＋工： xm 
である。ただし、犯は慣性常数である。上式は次のよう K書かれる。
ムK七 ＝6ムY七＋ A Co yt - K七）－~ムムK七 …・（泊
ただし、ム瓦七話 0 である 0.友会、 七年の設備更新分の投資は総資産額瓦七
に比例するものとし、比例常数を ηとして t年の総投資工七は
百一15
工七＝ L:>K七 ＋ η瓦七 －………（五｝
である。
在庫投資函数について、在庫水準はある部分は現在の生産水準K、ある部
分は少し前の生産水準に影響される。したがって、在庫投資st；は k1 と k2
を比例定数として
Sょ国 k D.Y + k D.Y 七七 2 t-1 
= (k, +k2）ムYA-k2ムム宝七
k, +k2= {1、 k2 ＝ νとすれば次の在庫投資函数を得る。
S七割。ムY七－ )i L)_凸 yt …………………似）
需給バランス式は Y七目。七＋工七＋ s七だから






ー的効果を十分に持つ ζ と（本モデルではμが大：きいこと） (2）在庫投資が少
ないとと（ {1が小左る ζ と） (3）設備投資 C慣性が大きいとと（ mが大きいと
と）＠三つの条件が考えられるが、計算結果によっても裏づけられる。日本
経済については8国 0.6が実態分析から知られるが、‘その場合。モデルの安 J
定領域は第 2図。知〈である。 第＼； ・2 図 。出 0.6





庫投資の比率が高＜ ( {1が 0.2以上）、















(2) その強成長の強さなよび継続期間は mとえによって定ま b、
(3) 強成長が強い場合には必らず反落。度合も大きい。
(4) 循環が生ずる起勤閣としては在庫投資が大きいことが必要であ b、循
環が安定して継続するためには消費が安定している ζ と（ μがかなタ大
きいこと）が条件と左る。
。｝ 自動反転時の投資比率なよび周期はμと8を一定として mと』によっ
て定まるが、だいたい工／ Yは 15～2 0 %、周期は 10～2 0年であ




経済がこれに該当していると考えられる。パラメーターのうち、 α、 δ、 η、












0 = 1. 2、 oo = t 2、
J = o. 4、 β田 0.6、






m = o.6 or o. 7、δ＝0.0 1 
0 ＇－－~－－＂＂~主よ 7
28 30 32 34 36 38 年
:rr-17 
第 5図の上部の曲線は所得の時間径路、下部は投資0時間径路であって実績
と対比させられている。図では mが 0.7 j;,~ よび 0. 8の億争よる二つの場合が
措かれているが、他の係数κついてもμは 0.6 5～0. 6、えは 0.4～0. 5、





ば 3 8年頃から成長率が Oになるととも考えられる。しかも、投資意欲が景
気後退期にはいって急に弱まれば（ mが小さ〈なる）設備投資の減退はもっ



































も第 5期 κ計画されたものは第 4期に完成されることに左ると思われる。第










欧水準からみても問題κ:1'ら左いものである。 1 9 6 0年末の日本の乗用車
。保有台数は 4 9 3千台であるが西ドイツは 4.6 8 0千台であ b、イタリヤ































1 5年の労働力調査Kよれば第 2次産業の就業人口比は 24.64%である lが、
その大きさは当時。日本全体のそれとほぼ同じである。工業出荷高では、富
山県の金属機械の比率は 44. 9 %であるが§！！~それは 5. 5. 1 %であ b、化学
では富山県は 33. 4 %であ夕、国は 15. 7. %である。両者を合計すれば、富
n-20 
山県は 78. 3 %で国は 70. 8 %である。横維は富山県は 16. 8 %で国は











言 山 県 菌
第 昭 2 6年 3 4.8 % 3 2.4 事6
一 2 7 3 2. 0 3 1.8 
期 2 8 3 4. 3 3 2. 0 
2 9 3 0.4 3 1.1 
第
3 0 3 8.9 3 0. 3 
3 1 3 4. 9 3 3.8 
期
3 2 3 4. 7 3 4.5 
3 3 3 2. 1 3 3. 7 
第
3 4 3 6.5 3 5. 8 
一 3 5 3 7.8 3 8. 0 
期
3 6 3 7.8 3 8. 8 
すなわち、第 1期ないし第 5期を通じて第 2次産業所得比率は富山県と国と






って hる。（もっとも、第 3期の後半に県比率が国のそれよ b低いといって
も、全国的陀みればトップレベルに属していることには変わりない。 35年









第 期 1 5. 0 .'!6 1 2. 1 % 
第 2 期 1 8. 7 号も 1 6 3 % 
第ー 3 期 2 3. 8 % 2 4. 5 % 




第 期 1 5. 6 ヲ5 1 4. 1 % 
第 2 期 1 6 7 % 1 6. 5 唱も
第 3 期 2 1.8 ヲも 2 5. 5 型b
労）
ただし、県ο指数監は 3 5年を 1 0 0としてな夕、国の指数は 30年が 10 0 
である。県の 30年を 10 0とした旧指数は 33年でリンクされているのだ
が、旧指数での第 5崩の成長率は 20. 7 %である ζ とを注意したい。
これらの数字は、第 1期と第 2期では富山県が日本。経済成長にないて先
導的な地位にあったことを示唆するものである。すでにのべたように、国の
成長率は実費でみて第 2期は第 1期よ bも低下している（第 1！坊が 14. 1 % 





第 期 1 2. 7 % 1 0. 5 % 
第 2 期 1 1. 4 % 1 2. 2 % 
第 3 期 1 7. 8 % 1. 4. 5 % 
国では名目額でいっても第 2期は第 1期よ b下っているが、県では逆に第 2
期の方が高い。このことは、県では実質額でも県では第 2期が第 1期よ b高









策 え目 第 2 期 第 3 期
2 0.2 % 1 1.3 % 2 4.2 % 
鉄 鋼 c 10.1 ) c 15.7 ) c 28.6) 
9. 0 If 4 1.0 If 4 7.1 I 
機 械 c 10.4 ) (27.0) c 40.9 ) 
7. 2 I 1 4.6 I 2 4.2 If 
化 ，ぺ込ゐFら c 16.8 ) c 18.0 ) c 14.9 ) 
5 3. 5 I 1 2. 6 I 1 0.0 I 
紙・パ Jレフ．
c 20.5 ) c 14.3 ) ( 1 0.0〕
1 3.0 If 1 5.3 If 1 1.2 If 
機 品住

















。第 5期。成長率は 35年を 10 0とした新指数で計算されているが 30年
そ 10 0とした旧指数では鉄鋼 25. 2 %、化学 28. 0 %、紙・パ Jレプ 10. 8 










にないてはなされなかった ζ とによるも＠である。工業統計から第 2期と第
5期の有形固定資産取得額。成長率を求めてみると ζのことが明らかである。
第 2期（昭 30～3 2 ) 
第 5期（昭 33～3 5 ) 
国県
5 9. 0 % 9 1.3 % 





みられるが、 しかし、民開設備全体を実質額でみると第 2期が 2 7. 4 ＇｛； で第











































































































第 4 期について ο 見通しは、県勢計腐の富山新港~中心とする根本的な対
策にも疑問を抱かせるように思う。新港周辺への鉄鋼、石油の立地は、県勢
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30 31 32 33 34 35 
ればなら念い。県勢計画が認めているよう陀、県経済にはすでκ自然的条件
。優位は存在し念いのであるから、合理化は何よ bも人問。面κたいてなさ
れ念ければなら左い。いわゆる人的資源。質の向上だけが合理化を可能念ら
しめるのである。人的資源。質の向上は社会環境によって大いに促進される
ζ とはいうまでも念いのだが、県勢計画に含まれている労働計画がもっと野
心的左規模で実行されることが必要であるように思う。
西欧並のモータリーゼーシヨン合勤圏とすると予想される第5期に公いて、
富山県経済が日逮経済と歩調十合わぜて成長するため Kは既存の機械産業。
発展と新工場。誘致が条件κ在るように思われる。質の良い労働の存在、大
生誌を含めての高水準の研究施設の存在、能率的念行政機構、一般に県民ο高
い知的水準は機械産業にとって欠くととのでき念い立地条件であると思う。
とれらの条件は第 4期の防禦争成功せしめるものであるわけであ夕、第 4期
を成功裡（'C切抜けるととが実際は第 5期の成長の波に乗る基礎となることを
指摘したいのである。
〈昭和 38年 1月）
JI-30 
